
1. 工事場所
2. 工事範囲 ※下記●は、工事対象範囲を示す。

内訳

2LDK

2LDK

2LDK

2LDK

建設工事に係る資材の再資源化に関する法律の対象の有無 有 無
指定部分工事

(1) 工事範囲
(2) 指定工期 契約日より 令和　　年　　月　　日まで

別途工事

施工区分（分離発注の場合のみ記入）
※下記●は、工事対象範囲を示す。

備　考

躯体の設備配管用のｽﾘｰﾌﾞ、箱抜等及びﾓﾙﾀﾙ等の充填

○

住戸計 戸

6.

4.

5.

戸
3. ○ ●

戸
3LDK 戸

型別
2DK

名　称 構造種別・階数 数量 単位 備　考
● 体育館 鉄骨造 539.36 ㎡

延べ面積

戸

工事概要及び範囲

北海道寿都郡黒松内町黒松内564

○
○

Ⅰ

○

名　称 構造 階数

2DK 戸

3LDK

3LDK 戸
住戸計 戸

住戸計 戸

戸数

○

戸
戸

㎡

2DK 戸

3LDK

○
戸

㎡
戸

戸

㎡

工　　種 建
築

電
気

暖
房

衛
生

備考
項　　目

住戸計

○

2DK 戸

㎡

設備機器用天井、壁、床仕上材の切込 ○ ○ ○ 補強は建築

○ ○ ○ ○ 補強は建築

設備機器用天井、壁、床下地の開口及び開口補強 ○ 埋込電灯、ｽﾋﾟｰｶｰ、ﾌｧﾝ等
上記の補強 ○

防火戸用煙感知器、自動閉鎖装置 ○

ﾙｰﾌﾄﾞﾚｲﾝ排水金物 ○ ○ 配管は衛生

設備用天井、床点検口 ○

換気扇等取付枠 ○ ○ ○ ○

設備機器用基礎 ○ ○ ○ ○

木製建具枠の取付け ○ 木製建具枠のﾚｰﾙの欠込は建築
流し台、ユニットバスの排水トラップ ○ 接続は衛生

外壁面入排気ガラリ及び防風板 ○ ○
同上　防雪フード ○ ○

灯油集中盤への配線接続 ○ ○ ○
水道検針盤 ○ ○ ○
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　特記事項の適用については次による。
(1) 　章は●印を、項目は▶印の付いたものを適用する。
(2)

(3)
　この特記仕様書に施工部位の記載のないものは図面によるものとする。
　本工事における工事監理業務委託予定の有無 有 無

　関係法令等
(1)

・ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処理法」という。）
・ 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（以下「建設リサイクル法」という。）
・ 資源の有効な利用の促進に関する法律（以下「資源有効利用促進法」という。）
・

・

・ ダイオキシン類対策特別措置法
・ 労働安全衛生法
・ 大気汚染防止法
・ 騒音規制法
・ 振動規制法
・ 水質汚濁防止法
・ 石綿障害予防規則
・ 特定化学物質障害予防規則
・ 建築基準法
・ 環境基本法
・ 土壌汚染対策法
・ 建設副産物適正処理推進要綱

(2)

　工事に係る留意事項及び施工条件は、次のとおりとする。
工事期間中は気象状況を把握し、特に風による工事資機材の飛散に留意するとともに、地震等の
自然災害や各種警報が発令された場合は、現場内を点検し工事監督員に報告すること。
災害や事故等の対応は「建築局発注工事における危機対応マニュアル」によること。（HP参照）
本工事は「執務並行改修」のため、（生徒・教）職員、来（校）庁者の安全管理及び（教育）執務環境
（粉塵・騒音等の抑制）について十分留意すること。
また、資機材の搬出入経路・時間、作業員の動線、作業時間、養生等については工事監督員及び
施設管理者と十分協議のうえ計画すること。
石綿含有建材の有無について、事前調査を実施し、調査結果を工事監督員に報告するとともに、
原則「石綿事前調査結果報告システム」により、労働基準監督署及び大気汚染防止法所管部局等
に報告手続き（申請）を行うこと。（労働安全衛生法に基づく石綿障害予防規則及び大気汚染防止
法令和4年4月1日改正施行関係）

　特記事項に記載の（　.  .　）内表示番号は、標準仕様書の該当項目、該当図又は該当表を示す。

　図面(工事数量総括表を含む)及び、この特記仕様書に記載されていない事項は、全て国土交通省大
臣官房官庁営繕部監修「公共建築工事標準仕様書　令和7年版（各工事編）」（以下「標準仕様書」とい
う。）、「公共建築改修工事標準仕様書　令和7年版（各工事編）」（以下「改修標準仕様書」という。）、
「公共建築木造工事標準仕様書　令和7年版」、「建築物解体工事共通仕様書　令和4年版」（以下「解
体共通仕様書」という。）及び、「北海道建設部土木工事共通仕様書（令和7年10月版）」による。

　特記事項は、●印の付いたものを適用する。
・　●印の付かない場合は、＊印の付いたものを適用する。
・　●印と＊印の付いた場合は、共に適用する。

2.

1.

Ⅱ 各工事

3.
4. *

7.
　受注者は、工事の施工に当たり、周辺環境の保全に努めるとともに適用を受ける関係法令等を遵
守し、必要に応じて次の関係法令等に従い手続き等を行い、工事を適切に施工すること。

○

6.

5. 　契約書第10条に基づく履行報告にあたり、報告に用いる様式等は、営繕工事監理業務委託様式　様
式2-5又は任意の様式とする。(1.2.4)

●

●

　受注者は、「建設工事公衆災害防止対策要綱　建築工事等編」及び「建築物の解体工事における外
壁の崩落等による公衆災害防止対策に関するガイドライン」を遵守し、災害防止に努めること。

　営繕工事に必要な提出書類（落札後、契約後、施工中）については北海道建設部建築局計画管理課
のホームページ（営繕工事に必要な提出書類（落札後、契約後、施工中））掲載の様式を使用すること。

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別処置法（以下「ＰＣＢ特別措置法」
という。）

8.

特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関する法律（以下「フロン回収破壊
法」という。）

●
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土工事においては、地下埋設物の損傷等の事故防止のため、地下埋設物破損事故の再発防止
策」（ＨＰ参照）に基づき、事前調査の実施、事前協議、作業の立会・確認、完了報告等に留意して
施工計画書を作成し、必要に応じ工事監督員と協議し、作業を実施すること。

○
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外壁改修の養生シートは通気性のあるメッシュシートとし、シートの設置については、施設内におけ
る夏季の通風の確保や高温多湿状態防止のため、各外壁施工面の設置時期が重複しない施工計
画とすること。

また、既設空調（換気）機器の供用にも留意すること。
外壁の下地調整材にアスベストが含有しているため、足場の壁つなぎ等の外壁せん孔作業におい
ては、HEPAフィルタ付集塵機の使用等、適切なアスベスト飛散防止措置を講じること。
近隣住民に対する安全対策を十分に行うこと。
外部足場への侵入防止対策を十分に行うこと。

●

○

●
●
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標準型総合評価方式
技術提案について

1. 　技術提案の保護

2. 　責任の所在

3. 　技術提案に係る履行確認及びペナルティ

簡易型総合評価方式（施工計画審査タイプ）
技術評価項目について

1. 　責任の所在

2. 　技術評価項目に係る履行確認

3. 　「地域の技能士等の活用」の履行確認

4. 　技術評価項目に係るペナルティ

　ただし、自然災害など受注者の責によらない場合はこの限りでない。
(1) 　簡易な施工計画

ｱ.

ｲ. 　減点は、１項目当たり最大５点とする。
(2) 　主任（監理）技術者

ｱ.

ｲ. 　減点は、評価が下がる項目の組合せに応じて、最大４点とする。
(3) 　追加配置した技術者

(4)

ｱ.
ｲ.
ｳ.

技術評価項目について
1. 　責任の所在

2. 　技術評価項目に係る履行確認

3. 　「地域の技能士等の活用」の履行確認

　技術提案については、その後の工事において、その内容が一般的に使用されている状態となった場
合は、北海道が無償で使用できるものとする。ただし、工業所有権等の排他的権利を有する事項が含
まれる提案については、この限りではない。

　発注者が技術提案等を適正と認めることにより、設計図書において施工方法等を指定しない部分の
工事に関する落札者の責任が軽減されるものではない。

総合評価方式による必要事項

○

Ⅲ

　その他の評価項目については、履行確認が必要となる場合のみに適用する。
○ 簡易型総合評価方式（施工実績審査タイプ）

　入札時に加点評価した簡易な施工計画について、不履行が発生し、入札時の評価が下がる場合
に減点する。

　主任（監理）技術者が交代し、新しく配置された技術者の資格、継続教育の評価の合計点が、入札
時の評価より下がる場合に減点する。

　なお、技術者の交代の理由が、死亡や健康上の理由、退職等、やむを得ない場合においても評価
が下がれば減点する。

　当該工事施工中に、工事監督員が施工の立会時に合わせて、技能士等の資格、居住地及び作業状
況を確認し、その確認状況を受注者が写真撮影することを原則とし、技能士選定通知書に添付するも
のとする。

　追加配置した技術者が交代し、新しく配置された技術者が評価基準に該当しない場合は、5点減
点する。

　申請のあった計画に対して、明らかに不履行が認められ、入札時の評価が下がる場合に減点す
る。

　地域の技能士の活用、地域企業の活用、地域資材の活用、その他の評価項目の不履行による減
点

　簡易な施工計画、配置予定技術者、担い手の育成・確保、地域の守り手確保に係る技術評価項目に
ついては、工事施工中又は工事完了時において履行状況について確認を行う。

　加点評価した技術評価項目を受注者の責により履行できない場合は、工事施行成績評定評点採点
表の評定点合計から減点するものとし、その内訳は次のとおりとする。

○

　発注者が技術評価項目申請を適正と認めた場合においても、技術評価項目に係る施工に関する受
注者の責任は軽減されるものではない。

　減点は、１項目当たり一律５点とする。

　発注者が技術評価項目申請を適正と認めた場合においても、技術評価項目に係る施工に関する受
注者の責任は軽減されるものではない。

　配置予定技術者、担い手の育成・確保、地域の守り手確保に係る技術評価項目については、工事施
工中又は工事完了時において履行状況について確認を行う。
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4. 　技術評価項目に係るペナルティ

(1) 　主任（監理）技術者
ｱ.

ｲ. 　減点は、評価が下がる項目の組合せに応じて、最大４点とする。
(2) 　追加配置した技術者

(3)

ｱ.
ｲ.
ｳ.

　申請のあった計画に対して、明らかに不履行が認められ、入札時の評価が下がる場合に減点す
る。　減点は、１項目当たり一律５点とする。
　その他の評価項目については、履行確認が必要となる場合のみに適用する。

　なお、技術者の交代の理由が、死亡や健康上の理由、退職等、やむを得ない場合においても評価
が下がれば減点する。

　加点評価した技術評価項目を受注者の責により履行できない場合は、工事施行成績評定評点採点
表の評定点合計から減点するものとし、その内訳は次のとおりとする。

　ただし、自然災害など受注者の責によらない場合はこの限りでない。

　主任（監理）技術者が交代し、新しく配置された技術者の資格、継続教育の評価の合計点が、入札
時の評価より下がる場合に減点する。

　当該工事施工中に、工事監督員が施工の立会時に合わせて、技能士等の資格、居住地及び作業状
況を確認し、その確認状況を受注者が写真撮影することを原則とし、技能士選定通知書に添付するも
のとする。

　追加配置した技術者が交代し、新しく配置された技術者が評価基準に該当しない場合は、5点減
点する。

　地域の技能士の活用、地域企業の活用、地域資材の活用、その他の評価項目の不履行による減
点
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1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

化学物質を放散させる建築材料等（※１）

ｱ.

ｲ.

ｳ.

※１ 　化学物質を放散する建築材料等

▲

環境への配慮   受注者は本工事において、次の(1)から(4)を順守するとともに、北海道公
共建築工事シックハウス対策マニュアルに基づき工事を行うこと。

　接着剤は、フタル酸ジ-n-ブチル及びフタル酸ジ-2-エチルヘキシル
を含有しない難揮発性の可塑剤を使用している環境対応型（配慮型）
のものとする。

　家具、建具類及び二次製品は、測定対象化学物質を含有しないか
含有が極めて少ないものとする。

合板／木質系フローリング／構造用パネル／集成材／単板積層材
／ＭＤＦ／パーティクルボード／その他の木質建材／ユリア樹脂板
／壁紙／保温材／緩衝材／断熱材／接着剤／塗料／仕上材料／
表面処理用木材保存（防腐・防蟻）剤

(1)
  本工事に使用する建築材料等は、測定対象化学物質を含有してい
ないものを基本とし、安全データシート（SDS）や成分組成表により確認
を行うほか、次のアからウを満たすものとする。

  ホルムアルデヒド放散建築材料に指定されている材料は、JIS又は
JASに定められたF☆☆☆☆を使用する。ただし、F☆☆☆☆の材料が
ない場合は工事監督員と協議すること。

▲

道産材等の優先使用 　本工事に使用する主要資材は、道産資材及び北海道認定リサイクル製
品を使用するよう努めること。（木材及び木材製品は除く。）

● 第１章 一般共通事項

△

北海道インフラゼロカー
ボン試行工事について

(1)

(2) 　実施要領については、北海道建設部計画管理課ホームページで確
認すること。
　(3)

△
△

遠隔臨場対象工事

▲
△

(1)
(2) 　ワンデーレスポンスとは、工事の受注者等からの質問、協議に対し

て発注者等が、基本的に「その日のうちに」回答するよう対応すること
としている。
　なお、即日回答が困難な場合に、いつまでに回答が可能かについて
も工事の受注者等と協議を行い、回答期限などを設けるなど、何らか
の回答を「その日のうち」にすることを含んでいる。

　本工事は、ワンデーレスポンス実施対象工事である。

項　　目 特　　記　　事　　項

△

(1) 　本工事は、営繕工事情報共有システムの対象工事である。

　なお、現場施工に着手する日については、請負契約の締結後、受注者が
申出た日とし、工事工程表、総合施工計画書、工事打合せ記録簿いずれか
で示すこと。

　不明な点については、北海道建設部建設政策局建設管理課作成施工体
制Q&A参照のこと。

ワンデーレスポンス実施
対象工事

(1)

　本工事は、受注者の発案によるカーボンニュートラルに資する取組
を推進する「北海道インフラゼロカーボン試行工事」の対象工事であ
る。

　本試行に係る費用については、原則、受注者負担によるものとする。

建設キャリアアップシス
テム活用モデル工事の
実施について

　本工事は、建設キャリアアップシステム（以下「CCUS」という。）の活
用を促進するため、CCUSの活用に関する評価対象項目を設定し、そ
の達成状況に応じた工事施行成績評定を実施する試行工事である。

　本工事は、「遠隔臨場」の対象工事である。

営繕工事情報共有シス
テム

主任技術者又は監理技
術者の専任を要しない期
間

　工事契約後、受注者は、工事着手前に発注者に対してCCUSの活用
に取り組む旨を協議した上で取り組むこと。

　実施要領については、北海道建設部計画管理課ホームページで確
認すること。

(3)

(2)

(2)

　請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設
置、資機材の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの期間）については、
主任技術者又は監理技術者の工事現場への専任を要しない。

(1)
(2) 　実施要領については、北海道建設部計画管理課ホームページで確

認すること。

　実施要領については、北海道建設部計画管理課ホームページで確
認すること。
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合板／木質系フローリング／構造用パネル／集成材／単板積層材
／ＭＤＦ／パーティクルボード／その他の木質建材／ユリア樹脂板
／壁紙／保温材／緩衝材／断熱材／接着剤／塗料／仕上材料／
表面処理用木材保存（防腐・防蟻）剤
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環境物品等の調達

工事中の留意事項
ｱ. 換気の励行

ｲ. 施設利用者にシックハウスを発症した場合の措置

室内空気中の化学物質の濃度測定

【測定対象化学物質の種類及び指針値】

濃度測定 行う 行わない
測定箇所 箇所　※測定する位置は、図示による。
測定回数 1回 2回
測定時期
測定方式

分析方法

9.

10.

11.

12.
・ 風速 （ ）
・ 地表面粗度区分 （ ）
・ 垂直積雪量 （ ）

13.

　また、施設管理者へ建築材料等の情報提供やVOC測定を行うなど
工事監督員と協議の上、必要な措置を行うこと。

(4)
 　室内空気中の化学物質の濃度を測定し、厚生労働省の指針値以下
であることを確認の上、報告すること。

測定対象化学物質 厚生労働省の指針値（25℃の場合）

(3)

  工事期間中は、室内や足場内等の通風、換気を十分に行い、室内に
放散された化学物質を室外に放出させること。

  改修工事期間中に当該施設利用者がシックハウス症候群となった場
合は、工事監督員に速やかに報告するとともに、工事監督員、施設管
理者と連携を図りながら原因究明に努めること。

(2)

スチレン
パラジクロロベンゼン

キシレン
エチルベンゼン

ホルムアルデヒド
トルエン

0.08ppm

　また、木材の合法性の証明は、「木材・木材製品の合法性、持続可能性
の証明のためのガイドライン」（平成18年2月林野庁）に準拠し、資材納入業
者から証明を受けるとともに、証明書類を工事完了年度から起算して５年
間保存すること。

* ○
※ 測定を行う時期は、工事監督員の指示による。

（ ）

※パラジクロロベンゼンは文部科学省対象建築物のみ適用
○ ○

（　100㎍/㎥　）
0.07ppm （　260㎍/㎥　）

0.085ppm
（　200㎍/㎥　）
（　370㎍/㎥　）

0.05ppm （　220㎍/㎥　）
0.04ppm

○ Ⅲ ○ Ⅳ
Vo= m/s

（　240㎍/㎥　）

0.05ppm

拡散法（パッシブ方式）または厚生労働省が示す標準的な測
定方法（アクティブ方式）により実施すること。

厚生労働省の示している分析方法による。
測定時の平均室温が20度に満たない場合は、厚生労働省が
示す温度、湿度による補正（ホルムアルデヒド）を行うこと。

○ Ⅰ ○ Ⅱ

　地域材とは、道内の森林で産出され、道内で加工された木材をいう。▲

合法木材の使用 　木材又は、木材を原料とする資材を使用する場合は、間伐材や合法性の
証明された材を使用すること。

▲
地域材の優先使用 　本工事に使用する木材または木材を原料とする資材を使用する場合は、

地域材を優先的に使用することとし、使用した材料の種別、産地等を工事
監督員に報告すること。

㎝▲

工事写真

▲

品質計画 　建築基準法に定められた区分等

▲

特別な材料の工法 　設計図書等に指定されていない特別な材料の工法は、当該製品の指定
工法とする。

  本工事の資材等に係る環境物品等の調達は、北海道グリーン購入
基本方針に基づく現行の環境物品等調達方針により行うよう努める。

  上記における同調達方針として、資材（機材及び材料を含む）のこん
包及び容器は、可能な限り簡易であって、再生利用の容易さ及び廃棄
時の負荷低減に配慮したものを優先的に選択・使用するように努める
こと。

　工程写真は、営繕工事写真撮影要領　令和5年版（国土交通省大臣官房
官庁営繕部整備課）による。

　デジタル工事写真の小黒板情報電子化を行う場合は、「デジタル工事写
真の小黒板情報電子化について」（国土交通省大臣官房官庁営繕部整備
課）による。
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　完成写真は、営繕工事契約関係書類添付用写真作成の手引きによる。
（北海道建設部計画管理課ホームページで確認すること。）
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14.

　＜職種＞

15.

16.

17. 　工事完成時の提出図書等は、次により工事監督員に提出する。
完成図関係

・ 完成図（A3判・製本）　　3部
（道営住宅など、指定管理者により管理するものは4部）

特記仕様書も綴じ込んで印刷すること
道営住宅物件は表紙をﾗﾐﾈｰﾄ加工とする　

・ 完成図（A3判・バラ図）　　1部

・ 有り 無し
・

　なお、施工計画書等の記載事項や添付資料（資格証明等）により、
選定技能士の内容が確認できる場合も「技能者選定通知書」の提出を
省略できる。

型枠施工・鉄筋施工・防水施工・内装仕上げ施工・サッシ施工・ガラス
施工・表装・塗装・建築板金・石材施工・建築大工・とび・左官・ブロック
建築・タイル張り・エーエルシーパネル施工・カーテンウォール施工・造
園・樹脂接着剤注入施工・コンクリート圧送施工・冷凍空気調和機器施
工・配管・熱絶縁施工・枠組壁建築、厨房設備施工、自動ドア施工、バ
ルコニー施工、ウェルポイント施工、建具製作、畳製作

  技能士は、適用する工事作業中、1名以上の者が自ら作業するととも
に、他の技能者に対して、施工品質の向上を図るための作業指導を行
うこと。

　ただし、作業の軽微なものは、工事監督員との協議により省略するこ
とができる。

▲

技能士 (1) 　技能士の適用は次の職種とし、従事する技能士の氏名・職種及び資
格を記載した書面により工事監督員に報告すること。

(1) 　労働者の安全衛生教育を徹底すること。
(2) 　工事現場の安全パトロールを励行すること。

▲

施工中の安全確保及び
環境保全等

  受注者は、標準仕様書に定められた安全確保及び環境保全等のほか、
特に次の事項に留意し、工事現場の事故防止に努めること。

(2)

(3)

(2) 　常に下請負人も含め工事施工中の交通安全管理状況の把握に努
め、管理状況を適宜工事監督員に報告すること。

(3) 　工事に関連して交通事故が発生したときは速やかに書面により工事
監督員に報告すること。

(1)

(7)   善良な管理者の注意をもってしても、災害又は公害の発生の恐れが
ある場合の処置は、工事監督員と協議すること。

　なお、計画は資材搬出入運行路線・点検体制・その他車両運行に係
る安全対策等について道路管理者等関係機関と十分な事前協議を行
い、以後も常に連絡を密にとりながら適切な処置を講じること。

　工事施工中の安全管理（交通誘導員の配置日及び人数を含む）につ
いて、工事着手に先立ち作成する総合施工計画書で計画する。

▲

交通安全管理 　受注者は､工事の施工中の交通事故防止のため交通安全管理に努め､次
の事項を遵守すること。

(5) 　公害防止に努めること。
(6) 　公道の汚染防止に努めること。

(3) 　建設機械器具などの危害防止処置を徹底すること。
(4) 　第三者に災害を及ぼしてはならない。

CADデータの貸与有りの場合
* 完成図のCADデータ及びPDFデータ DVD-R等による

CADデータの貸与 * ○

○ 改修工事 （位置図・配置図・面積表・改修概要表・改修後平面図・
立面図等）

*
*

○ 新営工事 （位置図・配置図・面積表・平面図）

▲

工事完成時の提出図面
等 (1)

(4) 　運搬には、許可業者を選定するなどして、過積載又は過労運転等に
伴う交通事故防止に努めること。

(5) 　建設機械（ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞｰ,ﾊﾞｯｸﾎｳ等）は、排出ガス対策型を使用し、か
つ、低騒音・低振動型の車両を使用すること。

　技能士は、職業能力開発促進法による1級、2級若しくは単一等級の
資格を有し、地域技能士会の発行する資格証明書又は、技能検定合
格書の写し或いは、技能士手帳の写しを上記(1)の書面に添付するこ
と。
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保全に関する資料 （ 提出部数 1部 部 ）(2) * ○
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保守に関する指導案内書（機器取扱説明書）
道営住宅物件に適用

指導案内書
同上データ

18.

19. 本工事 別途
20.

  受注者が処分する有価物の範囲は次による。

①　廃棄物再生事業者登録（知事登録）
②　金属くず商許可業者（警察許可）

  特別管理産業廃棄物

【 】 （総合）振興局管内
（ ）

【 】 （総合）振興局管内
（ ）

  再資源化を図るもの（特定建設資材廃棄物）

【 】 （総合）振興局管内
（ ）

【 】 （総合）振興局管内
（ ）

【 】 （総合）振興局管内
（ ）

  再資源化を図るもの（特定建設資材廃棄物以外）

(3)
*

▲

発生材の処理等 　発生材の処理等は次により、「建設リサイクル法」、「資源有効利用促進
法」、「廃棄物処理法」等の関係法令及び「建設副産物適正処理推進要綱」
に従い適切に処理すること。

△

電力基本料金   本受電から引渡しまでの電力基本料金 ○ ○

(4) その他、必要とする書類については、工事監督員の指示による。△

工事特性・創意工夫・社
会性等

  受注者は、工事施工において、自ら立案実施した創意工夫や社会性等及
び技術力に関する事項について工事完了時までに所定の様式により提出
することができる。

  各設備の機能が十分発揮しうるよう、主要機器を含めた装
置の取扱説明及び保守についての事項を記載したものとす
る。 A4判カラーを標準とする 建設戸数+1部

DVD-R等による 一式

最終処分　埋立

処分場所
胆振

片道運搬距離 47.6 ㎞

処理方法

　明示している処分場所については、受入可能な施設のうち、積算上運搬
費等も含めて一番安価な処理施設としているが、処理施設場所を指定する
ものではない。

　受注者の提示する処理施設と積算上の処理施設が異なる場合において
も設計変更の対象としない。

(3)
種    類 ｻｲﾃﾞｨﾝｸﾞ

　有価物の範囲：
  なお、有価物は、次の登録又は許可業者で処分すること。

  引き渡しを要する範囲：
(2)

　ただし、異なる処理施設となった理由が受注者の責によるものでないと判
断される場合は、設計変更の対象として扱う。

(1)   発生材のうち、引き渡しを要する範囲は次による。工事監督員の指
示する方法及び位置に堆積、整理し所定の発生材報告書により工事
監督員に報告すること。

種    類 アスファルト・コンクリート塊

場　　所
片道運搬距離

㎞

種    類

処理方法
種    類

㎞

(4)
種    類 コンクリート塊

処分場所
片道運搬距離 ㎞

場　　所
片道運搬距離

㎞

(5)
種    類

※ 　設計上、特定建設資材廃棄物は発生しない場合で、受注者の
都合により実際に特定建設資材を発生させ、廃棄物として処分す
る場合は、当該特定建設資材廃棄物の再資源化等実施方法の
確定後に、工事監督員の確認を受けること。

場　　所
片道運搬距離

建設発生木材

  処分を行った場合は、処分数量確定のため、その施設の許可書等（写
し）、受入伝票又はマニフェスト伝票等（写し）を工事監督員に提示するこ
と。なお、工事完成書類としてマニフェスト伝票等（写し）の提出は求めな
い。
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【 】 （総合）振興局管内
（ ）

  その他の発生材

【 】 （総合）振興局管内
（ ）

【 】 （総合）振興局管内
（ ）

【 】 （総合）振興局管内
（ ）

【 】 （総合）振興局管内
（ ）

・

・

21.

ｱ.

ｲ. 分析調査

22.
フロン

ｱ. 冷媒

　なお、分析調査の結果、設計図書と異なる場合は、工事監督員と協議す
る。

場　　所

中間処理
後志

処理区分

処理区分 ○ 縮減 ○

● 最終処分

場　　所

○ ● 最終処分

(8)

  当該運搬車には、次に掲げる表示を行い、環境省令で定める書面を
備え付けること。

 産業廃棄物収集運搬車
 業 者 名 （　○　○　○　○　○　）

○ 最終処分

○ 中間処理 ○ 最終処分

場　　所
胆振

片道運搬距離 ㎞

処理区分

(7)   建設廃棄物の収集・運搬は、産業廃棄物収集運搬業の許可を受け
た者とすること。

 許可番号 ×　×　×　×　×

㎞

処理区分 ○ 中間処理

加熱ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物 200 t 以上
砕　　　石

中間処理

土　　　砂 500 ㎥以上

　また、工事完了時に再生資源利用・利用促進実施書を提出し、工事
監督員から請求があった時は、当該実施状況を報告すること。

 資源有効利用促進法で定められた一定規模以上の工事
（次表の一つでも該当するもの）

　再生資源利用計画書

ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 200 t 以上
コンクリート塊 合計

　再生資源利用促進計画書
　次のような指定副資産物を搬出する建設工事

土　　　砂 500 ㎥以上

△

特殊な建設副産物 (1) 施工調査計画
建設発生木材

△

特殊な建設副産物の回
収及び処分

　特殊な建設副産物の回収及び処分は、次による。

　使用状況について、設計図書及び目視により製造所名、製造年、型
式、種類、数量等を調査する。

○ 行う ○ 行わない

(1)

　特殊な建設副産物の施工調査は、次による。

○

片道運搬距離

500 t 以上

　次のような建築資材を搬入する工事

種    類

種    類
処理区分

種    類

片道運搬距離

現場で使用

胆振
片道運搬距離 47.6

　「建設リサイクル法」対象工事及び「資源有効利用促進法」で定めら
れた次の資材の搬入、副産物の搬出がある工事は、工事着手時に再
生資源利用・利用促進計画書を提出し、提出時にその内容を説明する
とともに、書面または映像（デジタルサイネージ）により工事現場の見
やすい場所へ掲示し、可能な限りインターネットの利用により公表する
よう努めなければならない。

㎞

(6)
種    類 廃プラ

片道運搬距離 47.6 ㎞

㎞
場　　所

がれき　混合廃棄物

場　　所
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　関係法令等に従い、登録を受けた回収業者。

【 】 （総合）振興局管内
（ ）

場　　所
片道運搬距離

処理区分 ＊ 回収

㎞
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ｲ. 建材用断熱材フロン

【 】 （総合）振興局管内
（ ）

ハロン

（ ）
イオン化式感知器

（ ）
六ふっ化硫黄ガス

（ ）
PFOS（ペルフルオロ（オクタン-1-スルホン酸））

（ ）

【 】 （総合）振興局管内
（ ）

その他の特殊な建設副産物

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）
23.

24.防寒養生 養生期間
 年 月 日から 年 月 日まで

養生方法
ｱ.
ｲ.  

25.

26.

付保する保険

焼却

処理区分 ＊ 回収
業者名：
住　 所：

回収

業者名：

処理区分 ＊
○

片道運搬距離

処理区分 ＊

片道運搬距離 ㎞
場　　所

絶縁開閉器 ○ 絶縁変圧器等の受変電機器

処理区分 ○ 中間処理

△

　なお、寒中コンクリートの適用期間については、建築工事監理指針（上
巻）第6章コンクリート工事　11節　寒中コンクリート　表6.11.1 による。

(2)
仮囲 ○ 上家仮囲 ○ 側板囲
採暖 ○ 外部採暖 ○ 内部採暖▲

季節労働者などの雇用 　工事施工に際しては、職業安定機関と密接な連携を図り、季節労働
者などの雇用の拡大に努めること。

(1)
　工事の内容により、火災保険、建設工事保険、組立保険等の１以上
の保険を付保する。

▲

火災保険等 　工事着手から完成引渡までの間を契約金額に相当する保険等に加入す
るものとし、取扱は次による。

　本工事で発生する産業廃棄物が、道内の最終処分場に直接搬入される
場合、又は中間処理場に搬入される場合でも残さ等が発生し、最終処分場
に搬出される場合は、循環税が課税されるので適正に処理すること。

▲

北海道循環資源利用促
進税

処理区分 ○ 処理 ○

(6)
種    類 ○

㎞
場　　所

○ その他の処理方法

種    類 ○ 泡消火剤 ○ その他

片道運搬距離 ㎞
場　　所

回収

(4)

最終処分

業者名：
住　 所：

　ただし、上記期間外において品質確保の観点から防寒養生の実施が必
要となる期間については設計変更できるものとする。

㎞
場　　所

業者名：
住　 所：

種    類 ○
その他の処理方法

○

(5)

㎞
場　　所

住　 所：

片道運搬距離

片道運搬距離 ㎞
場　　所

処理区分 ○ 処理

　製造業者に回収を委託。

(2)
　ハロン消火設備のハロン容器は、ハロン消火設備設置業者等に回
収を委託。

場　　所
片道運搬距離 ㎞

処理区分 ＊

片道運搬距離

(3)

　製造業者に回収を委託。
種    類

業者名：
住　 所：

(1)
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保険金

保険の期間

対象外工事

ｱ. 解体、撤去、分解又は片づけ工事
ｲ. 外構工事

保険契約の変更

保険証券等の提出

協議

27.

28.
29. 　本工事は、「快適トイレ設置工事」の対象工事である。

30.夏期の熱中症対策
　対象期間

夏期（6月1日～8月31日）
　対象項目

遮光ネット ※ リース代を対象とする。
31.

(2)

(7)
　この取扱いにより難い事項については、必要に応じて受注者は、発
注者と協議するものとする。

　保険の加入期間は原則として工事着手日から完成引渡しまでの間と
する。工事着手日　～ 実際の工事のための準備工事（現場事務所等の建

設又は測量を開始すること）の初日をいう。

(2)
　原則として請負代金額とする。

(3)

　工事の内容により、火災保険、建設工事保険、組立保険等の１以上
の保険を付保する。

　なお、受注者自ら上記の保険に追加して付する特約等については、
これを妨げるものではない。

＊
(2)

・

▲

　次に示した項目は、必要に応じて設計変更できるものとする。
(1)

▲
△

快適トイレの設置

(5) 　本請負工事で求める「法定外労災保険」については、保険契約に定
める保険金額の多寡や特約の有無等の契約内容は問わず、保険契
約の事実のみを求めるものとする。

▲

現場環境改善

(4)

(2)
(1)

　実施要領については、北海道建設部計画管理課ホームページで確
認すること。

(3) 　受注者は「法定外労災保険」の保険証券の写し又は加入証明書の
原本を、工事着手の前に、工事監督員を経由して支出負担行為担当
者へ提出しなければならない。

　受注者は、本請負工事の契約工期を包含する保険期間による「法定
外の労災保険」（以下「法定外労災保険」という。）を締結しなければな
らない。本請負工事に係る契約締結時において「法定外労災保険」の
契約を締結していない場合は、工事着工の前に「法定外労災保険」を
締結すること。

　契約書第23条に基づき本請負工事の工期を変更したことにより、工
期が「法定外労災保険」の保険適用外に及んだ場合、受注者は速や
かに変更後の工期による保険期間の変更又は保険の追加契約を行
い、変更又は追加して契約した「法定外労災保険」の保険証券の写し
又は加入証明書の原本を、工事監督員を経由して支出負担行為担当
者へ提出しなければならない。

　魅力ある建設工事を推進するため、工事現場の環境改善に努めること。

法定外の労災保険の付
保

　本工事の受注者は、下記に従い、法定外の労災保険に付さなければなら
ない。

▲

建設業退職金共済制度 　工事現場には「建設業退職金共済制度適用事業主工事現場」の標識を
掲示すること。

(1)

　保険契約を締結（変更も含む）した場合は、当該保険証券等の写し
を、工事着手の前に、工事監督員を経由して支出負担行為担当者へ
提出しなければならない。

　次に掲げる工事は、対象外工事として保険を付さない事ができる。

(5)

完成引渡し　～　 工期に14日追加した日とする。
(4)

　この特記仕様書における「法定外の労災保険」とは、従業員等が業
務上の災害によって身体の障害（後遺障害、死亡を含む）を被った場
合に、法定労災保険の給付に上乗せして雇用者が従業員等又はその
遺族に支払う金額に対し、保険会社が雇用者に保険金を支払うことを
定める契約をいう。

　保険契約締結後に請負代金額の変更又は工期延長等があった場合
は、相応の保険契約を変更しなければならない。

(6)
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32.

33.

34.

35.

36. 　中間検査の実施
　本工事において、次の段階で中間検査を実施する。

基礎工事 配筋完了時
階 躯体完了時
階 鉄骨建方完了時
階 完了時

　重点的な監督業務の実施

設計又は工事監理を設計事務所に委託した場合、事務所名を記載
する。

設 　計 ○○○○○設計事務所（注2）

○○○○○設計事務所（注2）

6
0
0

発 注 者 （注1）

工事期間 令和　　年　　月　　日 ～ 令和　　年　　月　　日

工　　事　　標　　識
工 事 名

▲

工事標識

工事監理

受 注 者

  受注者は、着工後速やかに公衆の見やすい場所に工事標識を掲示す
る。

 また、同センター発行の「工事カルテ受領書」の写しを工事監督員に、提出
しなければならない。（対象工事：請負代金額500万円以上の全工事）

○

○
実施対象建物名称

△

中間検査の実施 (1)

○

注２

△

公共事業労務費調査に
対する協力

(1)   本工事が北海道の実施する公共事業労務費調査の対象工事となっ
た場合、受注者は、調査票等に必要事項を正確に記入し北海道に提
出する等、必要な協力を行わなければならない。また、本工事の工期
経過後においても、同様とする。

▲

工事実績情報の登録

(3)

(4)

(2)

  受注者が本工事の一部について下請契約を締結する場合、受注者
は、当該下請負人（当該下請工事の一部に係る二次以降の下請負人
を含む。）が前3項と同様の義務を負う旨を定めなければならない。

  調査票等を提出した事業所を北海道が事後に訪問して行う調査・指
導の対象に受注者がなった場合、受注者は、その実施に協力しなけ
ればならない。また、本工事の工期経過後においても、同様とする。

  公共事業労務費調査の対象工事となった場合に正確な調査票等の
提出が行えるよう、受注者は、労働基準法等に従って就業規則を作成
すると共に賃金台帳を調製・保存する等、日頃より使用している現場
労働者の賃金時間管理を適切に行っておかなければならない。

インハウスの場合は「北海道建設部建築局建築整備課」と記載す
る。

　受注者は、受注時、変更時及び完了時に(10日以内)工事実績情報システ
ム（CORINS）に基づき、「工事カルテ」を作成し、工事監督員の確認を受け
た後に、（財）日本建設情報総合センターに登録申請しなければならない。

▲

施工体制台帳の整備 　建設業法に基づく施工体制台帳を作成し、施工管理体制に関する事項を
工事監督員に提出しなければならない。（対象工事：工事1件の請負代金額
が200万以上の工事）ただし、200万円未満の工事であっても下請契約を締
結する場合は、提出すること。

○ ○ ○
○ ○ ○
○ ○

○
(2)

　本工事が公共工事の品質確保のため重点的な監督業務を実施する
対象となった場合は中間検査を実施する。実施箇所及び実施時期に
ついては別途通知する。

(3)  (1)、(2)のほか、発注者が中間検査の実施を必要と認めた場合は、別
途文書により通知する。

(4) 　受注者は、中間検査実施可能日について、その14日前までに工事
監督員に報告し、検査に際して「営繕工事中間検査実施基準」（北海
道建設部建築局）に掲げる関係資料を準備する。

実施箇所 実施時期

　また、公衆の見やすい場所に施工体系図を掲示する。

900
注１ 北海道、北海道教育委員会又は北海道警察本部と記載する。

工事現場
連絡所

○○○○○現場事務所

（電話）××局××××
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　受注者は、中間検査実施可能日について、その14日前までに工事
監督員に報告し、検査に際して「営繕工事中間検査実施基準」（北海
道建設部建築局）に掲げる関係資料を準備する。
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37.
本工事において、次の段階で抜き打ち検査を実施する。

38.

39.

40.

41.

42.

43.

44.

45.

46.AI活用試行工事について

　本工事は、週休２日工事の対象である。

▲

暴力団員等による不当
介入を受けた場合の対
応

(1)

△

抜き打ち検査の実施   抜き打ち検査の実施

△

「営繕工事における地域
外（遠隔地）からの労働
者確保に要する費用の
積算方法等」の試行につ
いて

(1) 　本工事は、遠隔地からの労働者確保に要する費用について、労働者
確保の実態を反映して契約変更のための積算方法等を適用する試行
工事である。

　実施要領については、北海道建設部計画管理課ホームページで確
認すること。

　本工事は、遠隔地からの資材調達費用について、資材購入費用や
運搬費用などについて調達の実態を反映して契約変更のための積算
方法等を適用する試行工事である。

　実施要領については、北海道建設部計画管理課ホームページで確
認すること。

△

「執務並行改修工事にお
ける時間外及び深夜の
作業に係る労務費の積
算方法等」の試行につい
て

(1) 　本工事は、執務並行改修工事において、施設管理者の要望等により
施工時期や施工時間が制限され、工期等を遵守するためやむを得ず
時間外及び深夜（以下「時間外等」という。）の作業をせざるを得ない
場合において、必要な時間外労働及び深夜労働に係る労務費を設計
変更により計上する積算方法等を適用する試行工事である。

(2)

　実施要領については、北海道建設部計画管理課ホームページで確
認すること。

▲

週休２日工事 (1)

(2)

(3)

　工事契約後、受注者は、工事着手前に、完全週休２日（土日）及び月
単位の週休２日に取り組む旨を協議したうえで取り組むこと。
　なお、完全週休２日（土日）及び月単位の週休２日が達成できない場
合においても通期の週休２日による施工を行わなければならない。

△

電子納品 　本工事は、北海道建設部建築局制定の「営繕工事電子納品運用ガ
イドライン」に基づく電子納品対象工事である。

△

(2)

△

「営繕工事における地域
外（遠隔地）からの建設
資材調達費用の積算方
法等」の試行について

(1)

　なお、対象工事に指定した場合は、別途文書により通知する。△

特定住宅瑕疵担保責任
の履行の確保等に関す
る法律への対応

　受注者は、「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律」に基
づき、保険への加入又は保証金の供託を行うこと。

(1)

(2) 　ガイドラインについては、北海道建設部計画管理課ホームページで
確認すること。

重点的な監督業務の実
施

○ ○
○ ○ 杭工事 杭工事施工中
実施対象建物名称 実施箇所 実施時期

(2) 　実施要領については、北海道建設部計画管理課ホームページで確
認すること。

  受注者は、暴力団員等による不当要求又は工事（業務）妨害（以下
「不当介入」という。）を受けた場合は、断固としてこれを拒否しなけれ
ばならない。

  受注者は、暴力団員等による不当介入を受けたことにより、工程に
遅れが生じる等の被害が発生した場合は、工事監督員と協議するも
のとする。

　公共工事の品質確保のために、重点的な監督業務の対象工事に指定さ
れた場合は、「建設部建築局営繕工事重点監督実施要領」を適用する。

  また、不当介入があった時点で速やかに警察に通報するとともに、捜
査上必要な協力を行わなければならない。

(2)   受注者は、前記により警察へ通報を行った際には、速やかにその内
容を工事監督員に報告しなければならない。

(3)

△

(1)
(2) 　実施要領については、北海道建設部計画管理課ホームページで確

認すること。
　(3) 　本試行に係る費用については、原則、受注者負担によるものとする。

　本工事は、「AI活用試行工事」の対象工事である。
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